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［岡山県岡山市］ 

 

〇 地球温暖化対策に関する取り組みについて 

 

１ 岡山市の地球温暖化対策事業の考え方について 

 〇現状                      〇将来 

 

 

 

 

 

 

 

〇岡山市の方向性 

・２０２１年２月 「２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」を岡山連携中枢都市圏の市町と 

共同で表明 

 

・２０２１年７月 「再エネ１００宣言 RE Action」へ参加するとともに、アンバサダーに就任 

 

 

 

・スマートエネルギー導入補助金      ・スマートエネルギー導入補助金      ・Ｊクレジット制度の導入（新規） 

ＰＰＡ事業に対象を拡大（拡充）     ・ＥＳＣＯ事業の実施（継続）       ・再エネ導入目標等策定業務（新規） 

・太陽光発電設備共同購入事業（新規）   ・ＺＥＢ Ｒｅａｄｙを見据えた       ・地球温暖化対策ポータルサイトの開設 

新庁舎建設                （新規） 

 ・一斉ライトダウンキャンペーン 

 

※２０２１～ ゼロカーボン研究会（産官学による具体的な取組の研究）を開催 

 

 

２ 再エネ１００宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎとは 

 ・企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使用電力を１００％再生可能エネルギーに転換 

する意思と行動を示し、再エネ１００％利用を促進する新たな枠組み。（２０１９年１０月設 

立） 

 

 

３ 地球温暖化対策ポータルサイトの開設について 

 ＜市民・事業者と危機意識を共有し、オール岡山での取組の促進＞ 

 事業目的 

 ・近年の異常気象や、政府による２０５０年カーボンニュートラル宣言等により、温暖化に対す 

 人間の活動により排出された温室効果ガ

スの影響により温暖化が進み、世界中で、

命に係わる被害をもたらす熱波、豪雨等の

現象が増加。日本でも、毎年のように記録

的な豪雨により甚大な被害が生じている。 

 

地球温暖化は一層進行し、極端な高温現

象や大規模災害により、市民、事業者の持

続的な社会経済活動が難しくなるだけでな

く、生命の危機を増加させる。 

放置すれば・・・ 

再生可能エネルギーの促進 省エネルギーの推進 啓発事業ほか 
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る市民の関心が高まっている中、温暖化に関する情報を集約したホームページを開設し、脱炭素 

につながる取組（省エネ機器や再エネの導入など）等を効果的に発信することで、市民、事業者 

の積極的な行動につなげるもの。 

 

目指す効果 

・市の情報発信力を高めることで、市民や事業者の理解と関心を深め、危機意識を共有した上で、 

市民、事業者の積極的な行動につなげる。 

・情報を集約することで、特定の情報（補助金やグリーンカンパニー等）を調べるためにサイトを 

訪れた人に、温暖化に関する多様な情報を伝えることができ、脱炭素への取組の幅が広がること 

が期待できる。 

 

発信する情報（コンテンツ） 

①温暖化の現状／温室効果ガス削減目標 

・世 界 の 動 き・・・ＩＰＣＣ報告書（気温上昇を１．５℃に抑えるため、２０５０年カーボン 

ニュートラル） 

・日本の削減目標・・・２０３０年：４６％削減＜家庭部門（▲６６％）、業務部門（▲５０％）＞ 

        ２０５０年：排出実質ゼロ 

 

②温室効果ガス削減の取組 

・取 組・・・太陽光発電設置（０円ソーラー等）、省エネ機器への切替（リース、ＥＳＣＯ等）、 

       ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（省エネ住宅、電気自動車等）、事業者の取組紹介（ＲＥ１ 

００） 

 

課題 

・予算（導入費、維持費）の確保 

・コンテンツの更新頻度 

  年２～３回程度更新（補助金、温室効果ガス排出量等） 

  月１回程度更新（グリーンカンパニー活動の取組紹介、イベント情報等） 

 

予算額 

【Ｒ４年度】 ６，０００千円（導入費） 

【Ｒ５年度～】２，０００千円（維持費） 

 ※月１回程度更新（新規３件／年、更新１０件／年）     

 

 

４ ゼロカーボン研究会について 

設置の目的 

・岡山連携中枢都市圏における２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言（Ｒ３．２．２）を踏まえ、 

圏域市町８市５町に、産学官、他の連携都市圏を交え、今後の各市町及び各市町での住民、事業 

者のゼロカーボンに向けた具体的な取組について研究するための研究会を設置する。 
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構成 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

研究会設置に当たっての考え方 

・単年度の事業ではなく、ゼロカーボン施策についての研究を継続していく。 

・参加は各主体の判断とし、緩やかな組織形態とする。 

・実施可能性は各主体において判断する。 

 

開催状況 

〇令和３年度・４回、令和４年度・５回、令和５年度・５回予定 

 

 

５ 太陽光発電システム共同購入事業について 

事業の概要 

・岡山市（及び連携中枢都市圏）域において、太陽光発電システム（蓄電池もあり）の設置を希望 

する個人及び事業者が、共同で太陽光発電システム等を購入する機会を創出することで、希望者 

が通常より安価に太陽光発電システム等を設置でき、もって岡山市のより一層の脱炭素化を進め 

る。 

・令和４年度 参加登録数：９７０件、成約数：１２８件 

 

 

６ Ｊ－クレジット制度を活用したＣＯ２削減効果の見える化について 

 ・岡山市では、ゼロカーボンシティの実現に向け、市内住宅への再生可能エネルギーの導入促進 

等を目指し、太陽光発電設備等へ補助金を交付している。（岡山市住宅用スマートエネルギー導入促進補助事業） 

 ・これまで、この補助事業によるＣＯ２削減効果は把握してきていなかったが、国の「Ｊ－クレ 

ジット制度」※を活用することで、削減されたＣＯ２排出量が見える化できるだけでなく、ク 

レジットとして売却等の活用が見込める。 

 ・令和４年度 登録世帯数：７９３世帯 

 

 ※Ｊ－クレジット制度とは・・・省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組による、ＣＯ２   

などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を「クレジット」と 

して国が認証する制度 

官 

産 
学 

各主体が好事例、課題 

      を持ち寄り検討 

令和４年度以降 

の各主体の行動 

高梁川流域連携都市圏 

《倉敷市》 

岡山連携中枢都市圏 

《岡山市》 

《岡山大学ほか》 《岡山商工会議所》 

会員数 約 6,500社 

※都市圏人口（１１７万人） 
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７ ＺＥＨ普及啓発事業について 

 目的 

 ・市域全体の温室効果ガス排出量の１４．７％を占める「民生家庭部門」のより一層の脱炭素化 

を推進するため、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に対する理解や認知度の向上 

を目的とした周知・啓発を行うことで、住宅のＺＥＨ化の更なる普及拡大を図る。 

 

事業概要 

（１）情報発信・・・ＺＥＨのメリットや宿泊体験の事業内容等をまとめたチラシを作成し、公 

共機関、建築関係企業等で配布すると同時に、岡山市地球温暖化対策ポー 

タルサイト等で情報発信する。 

 

 （２）宿泊体験・・・住宅の新築又は改築を検討している家族等を対象に、ＺＥＨの宿泊体験を 

実施し、ＺＥＨにおけるメリット（経済性、快適・健康性 等）を実感して 

いただく。 

 

 

 ８ グリーンカンパニー活動について 

  目的 

  ・原料の購入から廃棄物の排出・商品の販売等まで、自らの活動から発生する環境負荷を継続 

して低減していこうとする市内の工場や事業所等を「グリーンカンパニー」として認定し、 

それらの活動を支援し、優れた活動を市の内外に顕彰することで、自主的・積極的な環境へ 

の配慮に取り組んでもらおうとするもの。 

 

  ※対象となる活動は・・・〇電気や燃料等の使用量の削減 

              〇廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理 

              〇環境に配慮した製品の購入、使用（省資源、グリーン購入）など 

  

 

 ９ 岡山連携中枢都市圏における気候変動対策 

 

  ゼロカーボンシティ宣言（Ｒ３年２月２日） 

  ・岡山連携中枢都市圏の１３市町が、２０５０年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指すこと 

   を共同で宣言し、今後、連携して取組を進めることを表明。 

 

 共同事業 

 ①ゼロカーボン研究会（Ｒ３年度～） 

 ②一斉ライトダウンキャンペーン（Ｒ３年度～） 

 ③太陽光発電設備等共同購入事業（Ｒ４年度～）中四国・九州地方 初 

 ④Ｊ－クレジット制度を活用したＣＯ２削減プロジェクト（Ｒ４年度～） 

 ⑤ＺＥＨ普及啓発事業（Ｒ５年度～） 


